
 
 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 
 

 
 

 

 

 

 

被災地へ、再び。 

6月下旬、宮城県にある特別名勝・松島へ行ってきました。被災の状況確認を行うとともに、復興に向けた検
討会議の初会合に出席してきました。 
未だ被害の爪痕の消えぬこの地域でも、今回の震災を受けて地元住民の皆さんにどこに移住していただ

くのか、地域を走るＪＲのルートをどうするのか、観光地としての松島を全体としてどのように復興していくの
か――。課題は山積しています。しかし、地元自治体の方々が住民の皆様と丁寧な話し合いを重ねてきてくだ
さっており、少しずつではありますが、将来像も見えてきました。 
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混乱の中で・・・ 

国会は混乱しています。混沌として
いると言ってもいいかもしれません。 

しかし、東日本大震災の発生から 4
カ月が経つ中で、未だ被災地では生活
が安定せず、地震や津波の爪痕に苦し
んでいる方々がいらっしゃいます。ま
た原発施設が安定しない中で、放射性
物質の恐怖に震えている方々がいらっ
しゃることを忘れてはなりません。 

そうした状況において、私たち政治
家に課せられた使命は、一刻も早い復
旧・復興と、日本全体を見渡しながら
の安定した社会の実現にあることは、
言うまでもありません。 

第一次補正予算の成立に続いて、今
月は第二次補正予算案が国会に提出さ
れる予定です。補正予算案の早期成立
とともに、来年度の予算策定に向けた
作業もはじまります。しっかりと取り
組んでいく決意です。今後ともご指導
賜りますようよろしくお願い申し上げ
ます。 

文部科学大臣政務官 



 
 

「子ども・子育て新システム」中間とりまとめ。      

昨年 9 月に文部科学大臣政務官に就任してから
ずっと取り組んできた「子ども・子育て新システム」。
少子化が進み、子どもを持ちたい人が子どもを持て
ず、あまりにも子どもへの投資が少ないこの国で、
保護者の就労形態によらず、置かれた経済的環境に
よらず、すべての子どもたちに、質の良い教育・保育
を提供することができるように、と検討を進めてき
ました。 
幼稚園関係者、保育所関係者、保護者の代表、首

長代表、経済界の代表など、ステークホルダーの皆
さんに委員になっていただき、14 回にわたる議論を
重ねてきました。 
そしてようやく、中間とりまとめをこのほど行な

うことができました。感無量…。 
これまで文科省と厚労省にわかれてきた給付体

系を一体化すること。待機児童の多い 0～2 歳の子 
どもたちへの保育を満たすため、これまで公費による補助がなかなか受けられなかった小規模保育などへ
の公費助成を拡大することで量的拡充を行うこと。職員の配置基準、待遇改善を行うこと。こうしたことを通
じて、質の向上と量的拡充を行うことにしています。まだいくつか調整を行わなければならない課題も残さ
れていますが、今年度中に法案提出を行うことを目指して、引き続き頑張ります。                       

モニタリングの強化。 

高校の先輩でもある細野豪志原
発担当大臣の下で、福島県をはじ
めとした日本全国の放射線モニタ
リングの強化にあたっています。 
私も細野大臣とともに共同議長

をつとめさせていただきながら、
各省集まってのモニタリング強化
のための初会合を開催しました。 
モニタリングポストの増設、ふる

さとへの帰還を目指したデータ集 
積、子どもの目線による安全対策の充実などに取り組んでまいります。 

第 2次補正予算案 フレーム 

今月中旬にも提出される予定の第二次補正予算案の概算が決まりました。 
１．原子力損害賠償法等関係経費        2,754 億円 
（1）原子力損害賠償法関係経費           2,474 億円 
（2）原子力損害賠償支援機構法（仮称）関係経費    280 億円 

２．被災者支援関係経費            3,774 億円 
（1）二重債務問題対策関係経費             774 億円 
（2）被災者生活再建支援金補助金           3,000 億円 

３．東日本大震災復興対策本部運営経費       5 億円 
４．東日本大震災復旧・復興予備費        8,000 億円 
５．地方交付税交付金             5,455 億円     

合計              1 兆 9,988 億円 
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